
1.改正告示の趣旨

　新型コロナウイルスが感染拡大する中、妊娠中

の女性労働者は、職場の作業等を原因とする新型

コロナウイルスへの感染に対して、不安やストレ

スを抱える場合がある。

　新型コロナウイルス感染症対策として、妊娠中

の女性労働者の母性健康管理を適切に図ることが

できるよう、このたび、男女雇用機会均等法に基

づく母性健康管理上の措置として、新型コロナウ

イルス感染症に関する措置を新たに規定すること

となった。

2.�男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理上の

措置

　男女雇用機会均等法13条により、妊娠中・出産

後 1年以内の女性労働者が、保健指導・健康診査

の際に医師等から指導を受けた場合において、当

該指導事項を事業主に申し出たときには、当該指
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導事項を守るために必要な措置を講じることが事

業主に義務づけられている。

3.改正告示の内容

　今回の改正告示により、妊娠中の女性労働者が

職場の作業等（作業、通勤、作業環境など）にお

ける新型コロナウイルスに感染するおそれに関す

る心理的なストレスが、母体または胎児の健康保

持に影響があるとして保健指導・健康診査の際に

医師等から指導を受け、それを事業主に申し出た

場合には、事業主は、この指導に基づき、作業の

制限（転換）、もしくは出勤の制限（在宅勤務また

は休業をいう）等の必要な措置を講じなければな

らないこととなる。以下に、上記のほかに考えら

れる母性健康管理措置を記載するので、参考にし

ていただきたい。

【その他の母性健康管理措置】

・�妊娠中の通勤緩和措置（時差通勤、勤務時間の

短縮、在宅勤務等）

・�妊娠中の休憩に関する措置（休憩時間の延長、

休憩回数の増加等）

・�妊娠中または出産後の症状等に対応する措置（作

業の制限、休業等）

　なお、本改正告示は、時限措置として令和 2年

5月 7日〜令和 3年 1月31日までの間について適

用される。

4.母性健康管理指導事項連絡カードの活用等

　医師等からの指導事項の内容を事業主へ的確に

伝えるためには、母性健康管理指導事項連絡カー

ド（以下、母健連絡カード）を活用することが実

務上重要となる。母健連絡カードに関する「活用

の流れ」と「記入上の留意点」は、［図表］のとお

りである。新型コロナウイルス感染症に関する母

性健康管理措置が必要な場合には、主治医等が

カード裏面の「特記事項」の欄に指導内容を記入

する。「特記事項」欄への記入例は以下のように

なる。

新型コロナウイルスの感染のおそれの低い作業へ

の転換または出勤の制限（在宅勤務・休業）の措

置を講じること。

5.実務上の留意事項

　母性健康管理上の措置については、女性労働者

と話し合い、個々の女性労働者の作業内容を勘案

して、決定することが望ましいとされている。ま

た、職場におけるマタニティハラスメントには、

当該措置を求めたことや同措置の適用を受けたこ

と等を理由とするものも含まれており、事業主に

はマタニティハラスメントを防止するための措置

を講じることが義務づけられている。職場におい

て、女性労働者の労働環境が害されないよう配慮

することが重要である。
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 �母性健康管理指導事項連絡カードの活用方法図表

表 裏

【活用の流れ】

【記入上の留意点】

④事業主が母健連絡カードの
指導事項に基づき、必要な
措置を講じる

③妊娠中の女性労働者が母健連絡カー
ドを事業主（人事労務担当者、管理
者等）に提出して、措置を申し出る

②医師等が新型コロナウイルス感
染症に関する心理的ストレスに
より措置が必要と判断、母健連
絡カードに指導事項を記載

①妊娠中の女性労働者が
保健指導や健康診査を
受ける

事　業　主女性労働者医　師　等

❷妊婦の情報として、
氏名、妊娠週数、分娩
予定日を確実に記入す
ること

❹母健連絡カードに記載される「標準措置」とは異なる
措置を実施すべき場合等は、具体的な措置内容を特記
事項欄に記入すること。新型コロナウイルス感染症に
よる心理的ストレスより必要な措置を講ずべき場合
は、具体的措置の内容を特記事項欄に記載すること

❸症状等に応じて、措置を実施すべきと判断した
指導項目欄に○を付けること

❻通勤緩和の措置や休憩に関
する措置が医学的にも必要
な場合には記入すること

❻
❺

❹

❸

❷

❶

❶診断書に代わる正式な書類とな
るため、医療機関等名・医師等
氏名の記入・押印を確実に行う
こと

❺カードに記載する時点での医
学的判断から、当面必要と思
われる期間を記載すること

［注］�　母健連絡カードは、厚生労働省ホームページや「女性にやさしい職場づくりナビ」（https://www.bosei-navi.mhlw.go.jp/）
からダウンロードできる。
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